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道内景気は、減速感が広がっている。

需要面をみると、個人消費は、飲食料品等が前年実績を上回るものの、自動車販売が前年

を下回るなど弱い動きがみられる。住宅投資は、駆け込み需要の反動減から、持家を中心に

減少傾向にある。設備投資は、基調としてはゆるやかに持ち直している。公共投資は、年度

累計では前年を下回っている。観光は、国内客が横ばいながらも海外客が増加している。輸

出は、アジアや北米向けなどが増加している。

生産活動は停滞している。雇用情勢は有効求人倍率、新規求人数ともに改善が続いてい

る。企業倒産は件数、負債金額とも増加したものの低水準が続いている。
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（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

①大型小売店販売額～５か月連続で増加

１１月の大型小売店販売額（全店ベース、前

年比＋３．２％）は、５か月連続で前年を上

回った。

百貨店（前年比＋０．９％）は、衣料品、飲

食料品、その他の品目が前年を上回った。

スーパー（同＋３．９％）は、衣料品、身の回

り品が前年を下回ったが、飲食料品、その他

の品目が前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋２．７％）

は、１４か月連続で前年を上回った。

②乗用車新車登録台数～８か月連続で減少

１１月の乗用車新車登録台数は、１２，８２２台

（前年比▲１３．７％）と８か月連続で前年を下

回った。車種別では、普通車（同▲１６．３％）、

小型車（同▲１４．２％）、軽乗用車（同

▲１１．４％）いずれも減少した。

４～１１月累計では、１１６，３１１台（前年比

▲７．０％）と前年を下回って推移している。

普通車（同▲３．６％）、小型車（同▲１０．９％）、

軽乗用車（同▲５．５％）いずれも前年を下

回っている。

道内経済の動き
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その他 プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛） プロ野球 
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③札幌ドーム来場者～２か月連続で減少

１１月の札幌ドームへの来場者数は１７３千人

（前年比▲３３．１％）と２か月連続で前年を下

回った。内訳はプロ野球が３０千人（同全

増）、プロサッカーが３３千人（同▲４１．４％）、

その他が１１０千人（同▲４５．８％）だった。

試合数はプロ野球が１試合（前年差＋１試

合）、プロサッカーが２試合（同▲１試合）。

１試合あたり来場者数は、プロサッカーが

１６，２９４人（前年比▲１２．１％）だった。

④住宅投資～１１か月ぶりに増加

１１月の新設住宅着工戸数は、３，４６５戸（前

年比＋３７．５％）と１１か月ぶりに前年を上回っ

た。利用関係別では、持家（同▲９．７％）は

減少したが、貸家（同＋８８．０％）、分譲（同

＋４９．３％）が増加した。

４～１１月累計では、２４，６３０戸（前年比

▲６．７％）と前年を下回って推移している。

利用関係別では、貸家（同＋５．４％）は増加

しているが、持家（同▲２２．０％）、分譲（同

▲２．１％）が減少している。

⑤民間設備投資～２か月連続で減少

１１月の民間非居住用建築物着工床面積は、

９１，５２０㎡（前年比▲３２．２％）と２か月連続で

前年を下回った。業種別では、製造業（同

▲６８．１％）、非製造業（同▲２５．４％）とも前

年を下回った。

４～１１月累計では、１，３３０，６３３㎡（前年比

▲６．３％）と前年を下回って推移している。

業種別では、製造業（同＋１８．１％）は前年を

上回っているが、非製造業（同▲８．７％）は

前年を下回っている。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛） 
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（資料：法務省入国管理局）

⑥公共投資～６か月ぶりに増加

１２月の公共工事請負金額は、２３３億円（前

年比＋５．８％）と６か月ぶりに前年を上回っ

た。

発注者別では、国（前年比▲５７．０％）、市

町村（同▲１４．７％）は前年を下回ったが、北

海道（同＋８．４％）が前年を上回った。

４～１２月累計では、請負金額７，８９０億円

（前年比▲４．５％）と前年を下回って推移して

いる。

⑦来道客数～６か月ぶりに前年を上回る

１１月の国内輸送機関利用による来道客数

は、９２７千人（前年比＋２．２％）と６か月ぶり

に前年を上回った。輸送機関別では、航空機

（同＋２．３％）、JR（同＋１．４％）、フェリー

（同＋２．２％）とも前年を上回った。

４～１１月累計では、８，６６０千人と前年を

０．４％下回っている。

⑧外国人入国者数～２２か月連続で増加

１１月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、６３，０１３人（前年比＋４９．８％）と２２か月連

続で増加した。４～１１月累計では、５４３，５１６

人（前年比＋２９．７％）と前年を上回って推移

している。

１１月の新千歳空港国際線の輸送旅客数は前

年に比べ３１．０％増加した。路線別では、ソウ

ル線、上海線などが増加した。

道内経済の動き

― ３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年２月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２２３／本文　※柱に注意！／００１～００５　道内経済の動き  2015.01.19 11.51.33  Page 3 



輸出 輸入 輸出（前年比、右目盛） 輸入（同、同） 

億円 ％ 

11
0

200
400
600
800
1,000
1,200

2,200
2,000
1,800
1,600
1,400

60

0

-50
-40
-30
-20
-10

10
20

50
40
30

109876543226/11225/11

貿易動向

（資料：函館税関）

11109876543226/11225/11

 出荷指数 在庫指数 生産指数  

平成22年 
＝100.0

90

95

100

105

110

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

有効求人倍率 新規求人数（右目盛） 

11

倍 ％ 

0

5

10

15

20

25

109876543226/11225/11
0.00

0.20

0.40

0.60

1.00

0.80

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）

⑨貿易動向～輸出は３か月連続で増加

１１月の道内貿易額は、輸出が前年比９．６％

増の４０４億円、輸入が同２３．４％減の１，２５４億円

となった。

輸出は、鉄鋼や有機化合物、鉄鋼のくずな

どが増加し、３か月連続で前年を上回った。

輸入は、製油所の再編から原油及び粗油が大

幅に減少するなどし、８か月連続で前年を下

回った。

⑩鉱工業生産～２か月連続で低下

１１月の鉱工業生産指数は９５．２（前月比

▲０．２％）と２か月連続で低下した。前年比

（原指数）では▲７．３％と８か月連続で低下し

た。

業種別では、前月に比べ、一般機械工業、

輸送機械工業など７業種が上昇したが、窯

業・土石製品工業、金属製品工業、鉄鋼業な

ど８業種が低下した。

⑪雇用情勢～改善が続く

１１月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．９１倍（前年比＋０．１０ポイント）と５８か月

連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比１．１％の増加とな

り、５８か月連続して前年を上回った。業種別

では、医療・福祉（前年比＋９．６％）、建設業

（同＋１４．９％）、卸売業・小売業（同＋３．６％）

などが増加した。

道内経済の動き

― ４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年２月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２２３／本文　※柱に注意！／００１～００５　道内経済の動き  2015.01.19 11.39.29  Page 4 
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⑫名目賃金指数～１０か月連続で上昇

１０月の名目賃金指数は、現金給与総額が

９１．７（前年比＋１．３％）となり、１０か月連続

で前年を上回った。現金給与総額のうちき

まって支給する給与は１０１．０（同＋２．７％）と

なり、１０か月連続で前年を上回った。

⑬倒産動向～件数、負債総額とも増加

１２月の企業倒産は、件数が２３件（前年比

＋２７．８％）、負債総額が３７億円（同＋４２．４％）

となった。件数は４か月ぶりに増加、負債総

額は３か月ぶりに前年を上回った。

業種別では、建設業、製造業がそれぞれ５

件、サービス・他が４件などとなった。

⑭消費者物価指数～１９か月連続で上昇

１１月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は１０４．８（前年比＋２．８％）と、１９か

月連続で前年を上回った。

費目別では、光熱・水道（前年比＋６．９％）、

食料（同＋２．３％）、教養・娯楽（同＋４．１％）

など、１０大費目のすべての費目で前年を上

回った。

道内経済の動き
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H２０．９ 
リーマンショック 

H２３．３ 
東日本大震災 

H１ ３ ． ９ 
アメリカ同時 
多発テロ 

H１ ７ ． ７ 
知床世界自然 
遺産登録 

H２ ０ ． ７ 
北海道洞爺湖 
サミット 

原油価格 
の高騰 

１．平成２６年１０～１２月期 実績

前期に比べ、売上DI（△１４）は３ポ

イント、利益DI（△２１）は４ポイント

それぞれ低下した。ともに３期連続で２

桁のマイナス水準となり、業況は弱含み

で推移した。

２．平成２７年１～３月期 見通し

売上DI（△２５）は１１ポイント、利益

DI（△２７）は６ポイントそれぞれ低下

する見通しである。前年同期は消費増税

に伴う駆け込み需要が顕著だったことも

あり、DIの数値は低水準が見込まれ

る。

定例調査

業況は弱含みで推移
第５５回 道内企業の経営動向調査
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調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法
調査票を配付し、郵送または電子メールにより回
収。
調査内容
第５５回定例調査
（２６年１０～１２月期実績、２７年１～３月期見通し）
回答期間
平成２６年１１月中旬～１２月上旬
本文中の略称
� 増加（好転）企業

前年同期に比べ良いとみる企業
� 不変企業

前年同期に比べ変わらないとみる企業
� 減少（悪化）企業

前年同期に比べ悪いとみる企業
� ＤＩ

「増加企業の割合」－「減少企業の割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４３９ １００．０％
札幌市 １７０ ３８．７ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ８８ ２０．０
道 南 ４３ ９．８ 渡島・檜山の各地域
道 北 ６４ １４．６ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ７４ １６．９ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ６９７ ４３９ ６３．０％
製 造 業 ２０６ １２０ ５８．３
食 料 品 ７４ ４１ ５５．４
木 材 ・ 木 製 品 ３４ ２２ ６４．７
鉄鋼・金属製品・機械 ５８ ３４ ５８．６
そ の 他 の 製 造 業 ４０ ２３ ５７．５
非 製 造 業 ４９１ ３１９ ６５．０
建 設 業 １２８ ９２ ７１．９
卸 売 業 １０５ ７１ ６７．６
小 売 業 ９２ ５５ ５９．８
運 輸 業 ５０ ３７ ７４．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３５ ２０ ５７．１
その他の非製造業 ８１ ４４ ５４．３

＜図表２＞業種別の要点

要 点（平成２６年１０～１２月期実績）

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ

２６年
７～９１０～１２

２７年
１～３
見通し

２６年
７～９１０～１２

２７年
１～３
見通し

全産業 売上DIは全業種でマイナス水準に △１１ △１４ △２５ △１７ △２１ △２７

製造業 「鉄鋼・金属・機械」の利益DI低下が
顕著 △６ △１８ △２２ △７ △２５ △２２

食料品 エネルギーコストの上昇が収益を圧迫 △１７ △１５ △１０ △１１ △１０ △１０

木材・木製品 住宅着工減、輸入材価格上昇の影響続
く △９ △１８ △５０ △３３ △４３ △５２

鉄鋼・金属製品・機械 原材料費、電気代などが嵩み収益低下 ８ △１５ △９ １４ △３５ △１５

非製造業 個人消費関連は低調な動きが続く △１３ △１３ △２６ △２１ △２０ △３０

建設業 公共工事が前年比減少。人手不足も続
く △１ △３ △１５ △８ △１６ △２２

卸売業 建材卸、食品卸などが振るわず △７ △１３ △４９ △１３ △１７ △４８

小売業 大型小売店、自動車販売店などが不振 △２９ △２９ △３１ △３４ △２９ △３５

運輸業 運賃値上げが浸透し、単価上昇基調 △５ △５ △１６ △１１ ０ △８

ホテル・旅館業 宿泊者数は伸び悩み。経費増加が課題 △３３ △３５ △３０ △５５ △３７ △４４

調 査 要 項

定例調査
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＜図表3＞業況の推移（業種別） 
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＜図表5＞利　益 

＜図表4＞売　上 
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＜図表6＞資金繰り 
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＜図表7＞短期借入金の難易感 
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＜図表9＞設備投資 

＜図表8＞在　庫 

全　　産　　業 

製　　造　　業 

食　料　品 

木材・木製品 

そ　の　他 

非　製　造　業 

建　設　業 

卸　売　業 

小　売　業 

運　輸　業 

ホテル・旅館業 

そ　の　他 

鉄鋼・金属・機械 

全　　産　　業 

製　　造　　業 

食　料　品 

木材・木製品 

そ　の　他 

非　製　造　業 

建　設　業 

卸　売　業 

小　売　業 

運　輸　業 

ホテル・旅館業 

そ　の　他 

鉄鋼・金属・機械 

0 20 40 60 80 100％ 0 20 40 60 80 100％ 

0 20 40 60 80 100％ 0 20 40 60 80 100％ 

  

8 8 5

8 10 4

12 12 6

0 23 23

10 3 △ 6

5 6 △ 5

8 7 6

△ 4 △ 6 △10

21 25 24

13 11 10

0 △ 5 △ 4

△ 5 0 5

10 0 3

7

11

2

32

13

5

6

△ 4

23

7

△ 9

△ 5

7

3

6

△ 5

24

10

5

1

△ 6

11

5

△ 9

△ 6

△ 3

26/1～3
在庫DI

26/4～6
在庫DI

26/7～9
在庫DI 在庫DI 在庫DI

33 34 39

29 34 43

31 29 45

17 38 32

26 33 43

45 42 50

35 34 38

25 27 31

23 29 33

31 29 36

59 52 55

32 48 29

54 42 52

26/1～3
実施企業

26/4～6
実施企業

26/7～9
実施企業

11 適正 85 4

16 79 5

14 74 12

32 68

16 81 3

5 95

10 86 4

1 94 5

24 75 1

11 85 4

91 9

5 85 10

7 93

8 適正 87 5

12 82 6

7 81 12

29 66 5

13 84 3

5 95

6 89 5

94 6

15 81 4

7 91 2

91 9

5 84 11

3 91 6

実施 39 実施せず 61

44 56

40 60

41 59

50 50

43 57

38 62

33 67

24 76

40 60

54 46

35 65

55 45

25 45 30

27 45 28

22 39 39

29 48 23

38 44 18

17 57 26

24 44 32

15 53 32

14 50 36

28 39 33

38 38 24

11 42 47

48 30 22

26/10～12実績 27/1～3見通し

26/10～12実績 27/1～3見通し

過多 過少 過多 過少

実施せず実施 未定
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％ 

0
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17年 

4～61～3 7～9 7～910～12

16年 

4～6 7～9 10～12

18年 

4～61～3 1～37～9 10～12

19年 

4～61～3 7～9 10～12 10～12 10～12 10～12 10～12 10～12 10～121～310～12 4～67～9 7～94～6 4～67～91～3

20年 

1～34～6 4～6 1～34～6 7～9 7～91～3 1～3

21年 22年 23年 24年 25年 26年 

4～6 7～9

人件費増加 

売上不振 
人手不足 
諸経費の増加 

過当競争 

原材料価格上昇 

＜図表１０＞当面する問題点（上位項目）の要点

項目 前期比 要 点

�原材料価格上昇（５４％） ＋１ 製造業（７０％）は全４業種で１位。ホテル・旅館業（８０％）は２３ポイ
ント上昇

�諸経費の増加（５１％） ＋７ 電気料金値上げなどにより、ホテル・旅館業（７５％）、食料品製造業
（７３％）で高い

�人手不足（４３％） △６ 建設業（６８％）、運輸業（６４％）で１位。人手不足感が依然として強
い

�売上不振（３４％） ±０ 木材・木製品（５０％）で高率。鉄鋼・金属・機械（４２％）は１７ポイン
ト上昇

�過当競争（３０％） ＋５ 小売業（４９％）は９ポイント上昇し１位。建設業（３８％）、卸売業
（３４％）でも上位

�人件費増加（２４％） △５ ２期連続で低下。ホテル・旅館業（４５％）では高率が続く

＜図表１１＞当面する問題点（上位項目）の推移
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�原材料価格上昇
①
５４
（５３）

①
７０
（６２）

①
７３
（６２）

①
７３
（６８）

①
６４
（５０）

①
７０
（８０）

②
４７
（５０）

②
５１
（５９）

②
４５
（４７）

３３
（４３）

①
６４
（６５）

①
８０
（５７）

３２
（２９）

�諸経費の増加
②
５１
（４４）

②
５６
（４５）

①
７３
（５７）

③
３２
（３２）

②
５５
（３６）

②
５２
（４５）

①
４９
（４４）

③
３８
（３０）

①
５２
（５１）

②
４６
（３８）

②
５８
（６８）

②
７５
（４８）

①
５４
（４８）

�人手不足
③
４３
（４９）

３１
（３９）

②
４２
（４９）

２３
（２３）

３０
（４２）

２２
（３０）

②
４７
（５３）

①
６８
（８２）

２５
（２６）

２６
（３８）

①
６４
（５１）

③
７０
（５２）

②
４２
（５４）

�売上不振 ３４
（３４）

③
４０
（４０）

３２
（３８）

②
５０
（５５）

③
４２
（２５）

③
３９
（５５）

３２
（３２）

３１
（２６）

３１
（３４）

③
４４
（４１）

８
（２４）

５０
（６７）

３２
（２３）

�過当競争 ３０
（２５）

１９
（１６）

２０
（１５）

２３
（１８）

１５
（１４）

１７
（２０）

３４
（２９）

③
３８
（３３）

③
３４
（３４）

①
４９
（４０）

１１
（８）

１５
（１９）

③
３７
（２１）

�人件費増加 ２４
（２９）

２６
（２２）

２９
（２８）

１８
（１８）

２７
（１７）

２６
（２０）

２３
（３２）

２７
（３４）

１４
（２２）

２０
（２８）

１７
（３０）

４５
（４３）

３２
（４４）

�販売価格低下 １２
（１１）

１６
（１４）

１５
（１１）

１４
（１４）

１８
（１９）

１７
（１５）

１１
（９）

６
（７）

１７
（１５）

２６
（１７）

－
（３）

－
（－）

５
（４）

	価格引き下げ要請 １０
（９）

１３
（１０）

７
（９）

１４
（５）

２１
（２２）

９
（－）

９
（８）

９
（７）

２０
（１９）

２
（７）

－
（３）

５
（５）

７
（２）


資金調達 ６
（５）

１０
（６）

１５
（９）

１４
（９）

６
（３）

４
（５）

５
（５）

６
（４）

３
（３）

４
（７）

６
（５）

－
（１０）

１０
（４）

�設備不足 ５
（５）

９
（６）

７
（４）

－
（－）

１５
（１７）

１３
（－）

４
（５）

１
（２）

３
（４）

４
（２）

３
（１１）

１０
（１９）

７
（２）

�代金回収悪化 ２
（２）

１
（２）

－
（２）

５
（５）

－
（３）

－
（－）

３
（２）

－
（－）

９
（５）

－
（２）

３
（－）

－
（－）

２
（２）

その他 ３
（４）

４
（６）

７
（６）

－
（－）

６
（８）

－
（５）

３
（３）

１
（２）

６
（４）

－
（３）

３
（－）

５
（１０）

２
（－）

＜図表１３＞地域別業況の推移

項

目

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ 設 備 投 資 （％）

２６年
１～３４～６７～９１０～１２

２７年
１～３
見通し

２６年
１～３４～６７～９１０～１２

２７年
１～３
見通し

２６年
１～３４～６７～９１０～１２

２７年
１～３
見通し

全 道 １７ △１０ △１１ △１４ △２５ ５ △２０ △１７ △２１ △２７ ３３ ３４ ３９ ３９ ２５（３０）

札幌市 ２５ △３ △２ △９ △２１ １０ △１７ △７ △２０ △２６ ３６ ３９ ４６ ４４ ２７（２７）

道 央 ８ ５ △１２ △６ △９ ０ △１２ △１３ △８ △５ ２８ ３９ ４４ ５１ ２９（２９）

道 南 △１４ △３４ △２７ △３３ △４３ △２６ △４３ △２６ △２６ △３９ ３２ １９ ２７ ２９ １９（３０）

道 北 ２３ △１３ △１０ △９ △２９ ８ △１４ △２６ △２４ △３４ ３２ ３１ ３３ ３０ ２５（３９）

道 東 １９ △３１ △２６ △３０ △４１ １１ △３３ △３３ △３４ △４６ ３３ ２９ ３２ ３１ １８（３３）
（ ）内は設備投資未定企業

＜図表１２＞当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査
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今回の調査では、売上DI・利益DIとも前回調査の水準を下回りました。小売業など個人

消費に関連した業種の弱い動きが続いているようです。また、円安が進んでいることに伴い

輸入原材料価格が上昇していることや、電気料金、人件費などのコスト増加を懸念する声も

多くありました。企業の収益環境は厳しさが増していることから、より効率的な業務運営を

行って採算性を高めていくことが重要となっています。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

＜水産加工業＞ 原料高に加えて、電気料金

などの経費増加により収益が減少している。

人員の高齢化が進み、現場で働く人員が不足

していることが課題であり、省力化を推進し

ていく方針。

＜食料品製造業＞ 定番商品の売上が減少傾

向にある中、原材料価格の高騰や光熱費の値

上がりが重なり、苦しい環境が続いている。

経費全般にわたり見直しを行って採算性を高

めていく。

＜酒類製造業＞ 原材料費の高騰は落ち着い

てきたが、エネルギー価格上昇による収益の

圧迫は依然として厳しい。コストを意識した

生産体制を構築するとともに、在庫を細部に

わたり見直して製造原価を抑え込む。

＜製材業＞ 全国、全道ともに住宅着工が落

ちており、製品の動きが悪くなってきてい

る。昨年の冬は活気があったが、本年は消費

増税による駆け込み需要がないため厳しい状

況になるだろう。

＜製材業＞ 円安や電気料金値上げによって

仕入価格や諸経費が増加した。しかし、その

分の価格転嫁が遅れており、更なるコストダ

ウンを目指す。生産調整と在庫圧縮も課題。

＜金属製品製造業＞ 原材料費や電気代の増

加により原価率が上がっている。より一層の

経費節約で対処しているが、当面は賃金を増

加させることは難しい。

＜金属製品製造業＞ 今期は比較的順調に進

んできたが、最盛期の受注が例年よりも落ち

込み、後半は工事実績を確保するのに苦労し

ている。施工可能な工種を増やし、発注に対

応できる幅を広げるようにしたい。

＜機械器具製造業＞ 社員の高齢化による生

産力低下と製品の陳腐化により利益が低下し

ている。今後の方針としては、これまでの主

力分野以外への進出や、若手人員の補充が挙

げられる。

＜コンクリート製品製造業＞ 建設関連の若

い人材が不足し、地方では新しい人を見つけ

ることがかなり難しい。社員の高齢化が進ん

できており、早期に若い人材を入れるために

採用活動に力を入れていきたい。

＜建設業＞ 工事受注量は増えているが、依

然として人手不足が続いており、下請けに対

する外注費が嵩んで利益が減少している。

経営のポイント

より効率的な業務運営が重要に
〈企業の生の声〉
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＜建設業＞ 減益決算を見込んでいるが、水

準としては充分満足できる内容と考えてい

る。来期は公共工事も減ることが予想される

ため、ほぼゼロからのスタートと考えており

危機感を持っている。

＜建設業＞ 今期は、民間建築工事は大型案

件が多く前期を上回っているものの、公共工

事の受注が大幅に落ち込み、利益がかなり低

下している。

＜建設業＞ 内容のある工事を確保すること

を優先して進めた結果、受注高は減少してい

るが、現場の管理がしっかりでき、外注の割

合も減って工事利益率が向上している。

＜建設業＞ 売上は伸びているが、材料費や

人件費も上昇していて利益に直接に反映され

るとは限らない。また、次年度以降において

も引き続き仕事量があるかというと、道内

は、未だ本州方面ほどの活況は感じられてい

ない。

＜住宅建築業＞ 戸建住宅市場は、消費増税

や資材価格の高騰に伴う需要の落ち込みが続

いている。消費税率の再引き上げが先送りさ

れた今のうちに、効率的な業務運営体制の構

築を進めていく。

＜電気通信工事業＞ 前期にあった消費税駆

け込み需要が剥落し、また、大型設備更新も

端境期にあるため売上は減少している。他社

との競合も激化しており、顧客に対する提案

渉外を推進していく。

＜管工事業＞ 業界内では、工事受注できて

いる会社とそうでない会社とでは極端に明暗

が分かれている。工期内で完成させるために

は職人不足の解決も重要となってくる。

＜農産物卸売業＞ 消費税率が引き上げられ

てから購買力の低下が感じられる。また、原

材料の値上げの影響も少しずつ出てきてい

る。販売方法や経費支出をロスの無いように

行っていく。

＜酒類卸売業＞ 物流コストの上昇が著しい

が、販売単価への転嫁が難しいため利益の圧

迫要因となっている。今後、業界の垣根を越

えた物流体制の見直しが検討される可能性が

ある。

＜建材卸売業＞ 円安に伴う輸入材の値上げ

分を工務店側にすべて転嫁することが難しい

ので、多少利益率が低下しているのが現状で

ある。

＜建材卸売業＞ 為替の影響からじわりと値

上げが続いていて、その分を売価に反映でき

るかどうかわからない。住宅関連は全体的に

見るとムードが悪く、売価を上げるのは容易

ではないだろう。

＜鋼材卸売業＞ 消費税率引き上げによる反

動減のため、一次的に売上高が減少したが、

夏場以降は前年並みに回復してきた。ただ

し、競合などにより利益率の低下傾向が止ま

らず収益は苦戦している。個別案件ごとに利

益率を見直す営業努力を続けていく。

経営のポイント

― １５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年２月号
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＜機械器具卸売業＞ 消費増税後は設備投資

需要が減少している。円安に伴う原材料資材

の高騰と電気代値上げがコスト高に拍車をか

けている。また、外注コストの高止まりと人

材不足も続いている。省エネに努めている

が、売上の伸びが見込めないため苦戦してい

る。

＜自動車販売店＞ 消費増税後の個人消費は

冷え切ったままで、回復の兆しはまだ見えな

い。社内に仕事の仕組みを見直す部署を作っ

たので、社員の仕事を変えるきっかけとした

い。

＜燃料小売店＞ 原油価格は下落している

が、急激な円安の影響により輸入価格は上昇

すると考えている。国内景気は厳しくなって

いく業種が多いのではないか。

＜コンビニエンスストア＞ 店舗の増加が続

いていて競争が激しい。消費者は税金や電気

代などの支出増加に対応して節約する傾向が

強くなっており、より価格に敏感になってき

ている。商品の宣伝に力を入れていく。

＜運輸業＞ 赤字取引の荷主との交渉が進ん

で、利益は増加している。新規事業の機会が

あるが人手不足のため対応できていない。人

手不足や燃料高騰は業界全体の大きな問題で

ある。

＜運輸業＞ 昨年と比較すると貨物取扱量は

明らかに減少しており、今期中に回復する見

込みは薄いものと考えている。設備の老朽化

やドライバー不足なども問題点として挙げら

れる。

＜運輸業＞ 燃料価格の上昇や、行政基準罰

則強化などに伴い人件費が増加していること

が課題。さらに事業拡大による人材不足等も

深刻な問題となっている。これらを荷主へ説

明しながら適正な運賃への改定を進めてい

る。

＜観光ホテル＞ 売上は前年並みに回復して

きたが、材料仕入価格が毎月のように値上げ

されており減益傾向が続いている。電気料金

値上げも控えており、サービス体制の見直し

も含め業務全般にわたり経費削減を行う。

＜建設コンサルタント＞ 厳しい財政事情の

中でも公共投資の規模は維持されており、受

注状況は堅調推移している。ただし、景気が

弱含み基調であり、消費税率の再引き上げを

見送った足もとの状況から考えると、今後の

展開の楽観視はできないものとみている。

＜建設機械器具リース＞ 重機需要が増加し

ているものの設備が限られているため、同業

者間の庸車で対応するケースが増えている。

その場合は利益率が低くなるため、いかに自

社機を稼働させるかが大きな課題。収益向上

を重点目標として、自社機の稼働機会の増加

を図っていきたい。

＜観光施設運営＞ 東南アジアを中心とした

海外客が増加しているものの、国内客は減少

傾向。２８年３月の新幹線開通による来道客増

加に期待しているが、それまでは厳しい状況

が続く。

経営のポイント

― １６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年２月号
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― １７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年２月号

近年、増加傾向にある労使トラブルの防止策としては、就業規則を定期的に見直すことが、労

務管理上重要なポイントです。就業規則を見直す場合の第１の注意点として、「適法性・適切

性」の観点から取り組むべきであるということです。

ネット上から簡単にダウンロードできる「雛型」を参考にするケースも見受けられますが、

「適切性」に問題があり、お勧めできません。「適切性」が大事な理由は、他社では使える場合が

あるが、自社では使えない、または使ってはいけないという事が、多々あるからです。

第２の注意点としては、「採用時・在職時・退職時」の３つの時点に分けて、内容を吟味する

ことです。数多くの就業規則を診断しました結果、残念ながら特に「採用時」に関しては、簡単

なもので済ましているケースが見受けられます。「在職時」については、「休職・復職」「服務規

律」「懲戒処分」に関して、現実にトラブルになっている他社の事案を参考にしていない規定が散

見されます。本稿では、トラブルの代表例として、「定額残業手当運用に伴う未払い残業代請

求」「パワハラ行為により精神障害を発症したとして、加害者及び会社への損害賠償請求」の事案

を取り上げて解説します。「退職時」に関しては、合意退職・辞職・解雇などの注意点を挙げてお

きます。

１．就業規則が機能していない！

就業規則には、法改正に対応するため賞味期限があると思ってください。しかし、法令の

改正に対応した見直しだけでは不十分であり、労働環境・労使関係の変化に対応した見直し

が必要です。機能していない就業規則を放置すると、以下のトラブルに巻き込まれることに

なります。

（１）メンタルヘルス不調 ⇒（対応策）休職・復職に関する規定の整備

（２）セクハラ・パワハラ ⇒（対応策）防止対策（相談窓口機関の開設等）の整備

（３）普通解雇 ⇒（対応策）著しい「能力不足・勤務態度不良」のデータ保存

（４）懲戒解雇 ⇒（対応策）解雇権濫用回避ための措置（懲戒処分規定の見直し等）

（５）未払残業代請求 ⇒（対応策）給与規程及び労働時間管理の整備

（６）行方不明者 ⇒（対応策）退職手続き規定の整備

２．就業規則作成・変更時の注意点

機能する就業規則かどうかのチェックポイントは、次のとおりです。

経営のアドバイス

労使トラブルを防止するための労務管理
～就業規則作成・変更時の注意点～

前田英治社労士事務所
特定社会保険労務士 前田 英治
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― １８ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年２月号

（１）必要事項は漏れなく記載されているか

（２）実際の労働条件と乖離していないか

（３）法改正に対応しているか

（４）雛型・インターネット掲載物をそのまま転用していないか

（５）予想されるトラブルに対応した防止規定となっているか

（６）社員代表の意見を聴いているか

（７）社員代表の選出方法は適正であるか

（８）就業規則を労基署に届け出ているか

（９）社員に就業規則を周知しているか

（９）の周知義務について、具体的な措置は次のどれかを選択します。

①常時各作業場の見やすい場所へ掲示し、または備え付けること

②書面を労働者に交付すること

③磁気テープ、磁気ディスクその他これらに準ずる物に記録し、かつ、各作業

場に労働者が当該記録の内容を常時確認できる機器を設置すること

（労基則５２条の２）

①の「作業場」とは、「事業場内において密接な関連の下に作業が行われてい

る個々の現場をいい、主として建設物等によって判定すべきもの」

（昭和２３．４．５基発５３５号）

「備え付け」とは、「労働者が必要な時に容易に確認できる状態にあること」

（平成１１．３．３１基発１６９号）

③については、労働者に当該機器の操作の権限を与えるともに、その操作の方

法を労働者に周知することにより、必要なとき容易に確認できること

（平成１１．１．２９基発４５号）

３．「適法性」と「適切性」について

法令等で規定されている項目（法定労働時間等・年次有給休暇・育児・介護休業・６０歳定

年後の継続雇用等）については、「適法性」がポイントになります。

会社で独自に規定できる項目（採用、人事異動、人事制度（評価・処遇）、休職・復職、

慶弔休暇、服務規律、表彰・懲戒処分等）については、「適切性」がポイントになります。

（１００社あれば、１００通りの規定）

最近は、「メンタルヘルス不調」による「休職」が増加傾向にありますが、復職規定が未

整備のためトラブルになっているケースがあり、対応に苦慮している企業経営者からの相談
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が増えております。労働安全衛生法改正によるストレスチェックの義務化も含め、安全配慮

義務を果たすための対策が急務です。

４．採用時の注意点

採用時の提出書類では、履歴書（特に、退職事由は事実を正確に本人に書いてもらう。）

職務経歴書、入社誓約書、秘密保持及び個人情報保護に関する誓約書、身元保証書など書式

を吟味して、労使トラブルリスクに備えておく必要があります。

次に、「採用内定取消事由」について、「新規学校卒業者の採用に関する指針の策定につい

て」（平成５年６月２４日 労働省発職１３４号）を挙げておきます。

①重篤な疾病にかかり、また、重大な傷害を負ったために、勤務に堪えられないと会社

が判断したとき

②採用手続きにあたって、重大な経歴を偽ったとき

③採用の条件として労働契約の重要な要素となった条件を満たさなかったとき

④会社が命じた必要な提出書類を期限までに提出しないとき

⑤採用内定後に犯罪その他社会的に不名誉な行為を行ったとき

⑥内定時には、予想できなかった経営環境悪化による事業運営の見直し等が行われたとき

試用期間について、現行では「労働基準法」「労働契約法」共に、期間に関する規定はあり

ません。３か月、６か月、１年など様々な期間設定が見受けられますが、長期間になる場合

は「公序良俗」に違反するとした判例があります。次に、代表的な判例を挙げておきます。

「試用期間に関する判例」

２か月間の「見習社員」のうちに「試用社員登用試験」に合格後、６か月ないし１年

３か月の「試用社員」期間中に「社員登用試験」に合格せず解雇。「見習期間」は実質的

に「試用期間」に該当し、さらに「試用期間」を付加することは、公序良俗に違反す

る。（A社事件 名古屋地昭５９．３．２３）

５．在職時の注意点

メンタルヘルス不調者対策のため、休職・復職規定の見直しが必要なことは前述しました

が、本稿では、「定額残業手当」と「パワーハラスメント」に関する最近の判例から注意点

を解説します。

（１）定額残業手当の注意点

定額残業手当、固定残業手当など名称は様々ですが、本来、変動給である割増賃金
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を定額・固定で支給する「給与規程」が多々見受けられます。また、労基法及び労働

時間管理に関する正確な知識不足が原因で、所謂、「未払残業代請求トラブル」が続

発しております。

B社事件（平成２４年３月８日最一小判）においての「最高裁補足意見」がその後の

判決に影響を与え、以下の３要件を満たすことが定額残業手当の運用上欠かせなくな

ると感じておりますので、ご紹介します。

※B社事件（平成２４年３月８日最一小判）「最高裁補足意見」

① 定額残業代の金額および時間数の明示

定額残業代に対応する労働時間および定額残業代の金額の表示を明らかに

する。

② 賃金支払時の明示

給与明細書に、支給対象の時間外労働時間数と残業手当の額を明示する。

③ 実態の重視

定額残業代を超えた時間外労働に対し、所定の支給日に別途超過分を上乗

せして支給する旨の合意があること。

次に、前述の「最高裁補足意見」が判決に影響を与えたC社事件の紹介します。

※C社事件（平成２５年２月２８日 東京地判）

「割増賃金に代えて一定額の手当（精勤手当：給与規程に記載有）を支払っていた旨

の主張が認められず、精勤手当は残業代に当たらないと判断される。」

【裁判所の判断】

時間外労働賃金が「時間外手当」という名目ではなく、他の手当の名目（本件では

精勤手当）で定額残業代の支払いが許されるためには以下の３つの要件が必要不可欠

である。

①実質的に見て、当該手当が時間外手当の対価としての性質を有していること。

②当該定額手当が残業代として支払われているか否か、その約定（合意）の中に明確

な指標があること。（実態：精勤手当が１年間に数回変動しており、固定性に疑問があ

るばかりでなく、手当が何時間分に相当するか明確にする指標がない。）

③当該定額手当の金額が、労働基準法所定の計算方法によって算定した時間外労働賃

金額を下回るときは、その差額を清算するという合意が存在するか、そうした取り扱

いが確立していること。

※定額残業手当を運用する上で、実務的な処理としては、①個人別に定額残業手当の

時間数を明確にする。（労働契約書、給与明細書に金額と時間数を明示する。超過分
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についても給与明細書に超過時間数を明示する。）②固定性に疑問が生じないよ

う、定額残業手当の金額を変動させない。③「給与規程」に超過分を上乗せして支

給する旨の規定をしておく。以上の見直しが必要です。

（２）パワハラ行為に関する注意点

平成２４年１月、厚生労働省は「職場のいじめ・嫌がらせ問題に関する円卓会議ワー

キング・グループ報告」を発表しました。概要は次のとおりです。

「職場のパワハラの定義」

職場のパワーハラスメントとは、同じ職場で働く者に対して、職務上の地位や

人間関係などの職場内の優位性（※）を背景に、業務の適正な範囲を超えて、精

神的・身体的苦痛を与える又は職場環境を悪化させる行為をいう。

（※上司から部下に行われるものだけでなく、先輩・後輩間や同僚間などの様々

な優位性を背景に行われるものも含まれる。）

「パワーハラスメントの行為類型」として、次のものが挙げられています。

① 暴行・傷害（身体的な攻撃）

② 脅迫・名誉毀損・侮辱・ひどい暴言（精神的な攻撃）

③ 隔離・仲間外し・無視（人間関係からの切り離し）

④ 業務上明らかに不要なことや遂行不可能なことの強制、仕事の妨害（過大な要求）

⑤ 業務上の合理性なく、能力や経験とかけ離れた程度の低い仕事を命じることや仕

事を与えないこと（過小な要求）

⑥ 私的なことに過度に立ち入ること（個の侵害）

「職場のパワーハラスメントを予防するために」次のものが挙げられています。

●トップのメッセージ（組織のトップが、職場のパワーハラスメントは職場からなく

すべきであることを明確に示す。）

●ルールを決める（就業規則に関係規定を設ける、労使協定を締結する。予防・解決

についての方針やガイドラインを作成する。）

●実態を把握する（従業員アンケートを実施する。）

●教育する（研修を実施する）

●周知する（組織の方針や取組について周知・啓発を実施する。）

「職場のパワーハラスメントを解決するために」次のものが挙げられています。

●相談や解決の場を設置する（企業内・外に相談窓口を設置する、職場の対応責任者

を決める。外部専門家と連携する。）

●再発を防止する（行為者に対する再発防止研修を行う）
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次に、「パワハラ行為」を放置していた企業における最近の裁判例を紹介します。上司の

パワハラ行為に対する損害賠償請求であり、労災補償の不支給決定にも係わらず、「不法行

為」に基づく損害賠償を支払う義務があるとされた判例です。

「D社事件」大阪地裁判決 平成２６年４月１１日

参考文献「労働判例ジャーナル２０１４．８No．２９」

＜判決要旨＞

１．上司のパワハラ行為が被害女性の人格権を侵害する「不法行為」とされた。

２．会社がパワハラ行為を放置し、被害女性に退職を求めたことが、既に発症していた精神

障害を悪化させるおそれがあるものとして、安全配慮義務に違反する「不法行為」とさ

れた。

３．被害女性は、パワハラ行為により精神障害を発症したものであり、パワハラ行為と精神

障害の間には相当因果関係があり、会社および上司が連帯して、不法行為に基づく損害

賠償責任を負う。

４．被害女性は、精神障害についての労災請求について、業務起因性がないとして不支給決

定を受けているが、労災保険法に基づく保険給付請求の場合と不法行為に基づく損害賠

償請求の場合とでは、そもそも法的な判断枠組みが異なるだけでなく、本件不支給決定

は、本判決と異なる事実を認定した上でされたものと認められるから、本件不支給決定

がされたことは、本件判決の判断を直ちに左右するものとはいえない。

５．被害女性の休職は、業務に起因するものであり、会社が業務外の傷病として病気休職の

取扱をしたことが人事権の濫用として無効であり、休職期間満了後に自然退職扱いする

ことはできない。

※最近では、パワハラ行為が原因で「メンタルヘルス不調」となった従業員の労災請求により、

支給決定された結果、会社および加害者に対し損害賠償請求をする事案が増加傾向にあります。

しかし、今回ご紹介しました事例は、「パワハラ行為」が労災認定されなくても「不法行為」と

して損害賠償請求を認めるものでした。今後の取り組みとしては、「使用者責任」および「安全

配慮義務」をより一層意識した労務管理が求められると考えます。そのために、前述しましたパ

ワハラの定義、行為類型、予防、解決についての内容を吟味し、就業規則の見直しと同時に労務

管理の改善が望まれます。

６．退職時の注意点

最高裁判所判決で確立している「解雇権濫用法理」に基づいて条文化された「労働契約法

第１６条」を解説します。
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＜労働契約法第１６条＞

「解雇は、客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相当であると認められない場合

は、その権利を濫用したものとして、無効とする。」

次に、客観的・合理的・社会通念上相当の概念を解説します。

●客観的 ⇒ 解雇に該当する事実があること

●合理的 ⇒ 就業規則等に解雇事由が規定されていること

●社会通念上相当 ⇒ ①注意・指導・監督の徹底 ②改善努力の有無 ③事前の予防対

策・教育指導の有無 ④行為と処分のバランスの検証

※社会通念上相当であると認められるには、自社だけでは不十分で、他社ではどう取り

扱っているかまで、考慮しなくてはならないケースがあります。

次に紹介します判例は、過去、処分すべき社員を処分しなかったため、解雇無効となっ

たケースです。

＜半年に１００回の遅刻でも解雇は無効＞

「解雇され訴訟を起こした職員は、半年に１００回も遅刻を繰り返し、勤務態度・成績

が悪く、懲戒事由に該当したが、この他にも同様に遅刻する職員がいて、その者たちは

解雇されておらず、そのうちの一人は、事務局次長に昇進していることから、当該職員

を解雇する合理的理由はなく、信義側に反するから解雇は無効」（E法人会事件 東京地

平成８．８．２０）

※次に、自己都合退職（辞職と合意退職）について、間違った認識が多いことからトラブル

に発展するケースがありますので、解説しておきます。

＜辞職の場合＞

労働者より退職の意思表示（退職届等）があり、会社の承諾がない場合は、民法

（６２７条１項、２項、３項省略）の規定により、契約を終了させ、退職となる。

●民法第６２７条第１項（日給、日給月給、時給制）

「期間の定めのない労働契約については、各当事者はいつでも解約の申し入れをする

ことができ、解約の申し入れから２週間を経過することによって終了する。」と規定

されています。

●民法第６２７条第２項（完全月給制）
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「期間によって報酬を定めている場合は、解約の申入れは、次期以後についてするこ

とができる。ただし、その解約の申入れは当期の前半にしなければならない。」と規

定されています。

この規定は、完全月給制の場合に適用されるもので、月の前半に解約を申し入れなけ

れば、その月には退職（解約）できず、月の後半に申入れると翌月の末日に解約が成

立ことになるということです。（月：給与計算期間）

＜合意退職の場合＞

労働者より退職の意思表示（退職願等）があり、会社が承諾した場合は合意退職とな

るため、就業規則等で適切な規定が可能となります。

以下に、参考例を挙げておきます。

（１）退職の申し出は、２ヶ月前までに行うこと。（有給休暇消化を考慮）

（２）事務引継（少なくとも２週間以上）を遺漏なく行うこと。

※退職日は、事務引継及び未取得有給休暇の取扱いを考慮して決める。

※合意退職のため、申し出期間について余裕を持たせる設定をしておく。

７．結びにかえて

労使トラブルの予防策として、「就業規則」の定期的な見直しが必要なことをご理解いた

だけたと思います。「就業規則」を生鮮食品の如く扱い、常に内容をアップデートしないと、

直ぐに陳腐化してしまいます。

労務管理においても、「期間契約者の無期限転換」「定年退職後の勤務延長・再雇用制度」

「パートタイマーの均等待遇問題」「メンタルヘルス対策」「セクハラ・パワハラ対策」など

は、法改正と労働環境の変化を敏感に捉えて対応しなくてはならない重要なテーマです。

最後に繰り返しますが、就業規則のみならず労務管理においても、「適法性」と「適切

性」の両面から「改善」を継続していくことをお勧めします。

＜執筆者紹介＞

平成１３年８月 前田英治社労士事務所 開業

所在地 〒０６４－０８０１ 札幌市中央区南１条西２２丁目ヴァンヴェール円山２F

連絡先 電話 ０１１‐６２３‐０５３０ FAX ０１１‐６２３‐７４４９

公職 北海道社会保険労務士会副会長、公益社団法人札幌市中小企業共済センター評議員

講師実績 労務管理に関するセミナーなど実績多数
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１．タイにおけるアルコール販売について
タイは仏教国ということもあり、飲酒に対して厳しい国です。仏教行事の日にはアルコールの販売を

禁止するといった法律が制定されているほか、アルコール類の販売や広告・宣伝には、様々な規制が設
けられています。具体的には、アルコール飲料が販売できる時間は１１時～１４時と１７時～２４時に限定さ
れ、試飲販売は禁止されています。また、テレビや映画では飲酒のシーンにモザイクがかけられていた
り、飲酒を誘うようなイメージ画像やアルコール瓶に原産地を示す国旗の掲載をすることさえも原則禁
止されています。
以上のような厳しい規制があるものの、ウイスキー、ビール、ワインなど各種アルコール類が世界各

国からタイに輸入され、手軽に購入することができます。

２．タイ国内のワイン事情
タイ国内では、イタリアやフランスをはじめアメリカ、オーストラリアなど世界各国のワインがすで

に販売されています。
高級百貨店であるサイアムパラゴンのワインショップでは、高級ワイン（約１０万円）から安価なワイ

ン（約１千円）まで販売されています。タイ人の所得向上に伴い、ワインはおしゃれな飲み物として、
富裕層だけではなく、中間所得層（月収１５万円程度）の若者の間でも人気が高まってきています。バン
コク市街地にあるワインバーは、週末には満席となる盛況ぶりで、ワインを飲む文化が浸透している事
が窺えます。
一方、日本産ワインは、日系ホテルで販売されていますが、日系レストランでの取り扱いは少なく、

タイにおける日本産ワインの知名度は低いといえます。タイでの販路拡大には、ワインを好むタイ人富
裕層にどう認知してもらうかが、重要なポイントと言えます。すでにある各国産ワインの中で、日本産
のワインを高級ワインとして認知してもらえるか、と言うことです。

３．バンコック銀行の取り組み
昨年７月に、当行の提携先であるバンコック銀行においてワインテイスティング会を企画、実施しま

した。北海道、山梨県、宮崎県の日本産ワインを、富裕層向け会員制クラブ「バンコククラブ」にて振
る舞いました。
その際とったアンケートによると参加者の多くは赤ワインを好む結果となりました。また、甘めのワ

イン（リキュールに近い味）の評価が高く、本格的なワインに比べ飲み易いとの意見があり、女性を中
心に好評でした。
今年３月には、北海道産、山梨県産ワインをメインに

第二回ワインテイスティング会を開催する予定です。今
回は、バンコック銀行の取引先である小売業者および飲
食店経営者を招待し、道産ワインを売り込むための商談
の場となるよう企画しております。

４．おわりに
当行とバンコック銀行との提携メリットを生かし、ワ

インに限らず北海道産商品のタイへの販路拡大に向け、
商談機会の設定など積極的に取り組みます。また、現地
での金融サービスについても提案が可能ですので、いつ
でもお気軽にご相談ください。

アジアニュース

タイのワイン事情について

北海道ワインを試飲するタイの方々

北洋銀行国際部 調査役
（バンコック銀行派遣）

田矢 良平
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中国と日本のビジネス交流については、政治と同様、停滞状態が続いているように思われがちです

が、政治の問題が起こっている間にも、実際のビジネスは確実に進展しています。

１．進出企業の動向

既に中国に進出している企業は、厳しい環境の中でも、拡大を続ける中国国内市場向けに販路拡大を

目指して、活発に事業を展開しています。

昨年１１月２１日、大連ほか中国に拠点を構える地方銀行１７行合同により開催された「２０１４大連－地方銀

行合同商談会」には、過去最高となる日本側１３０社、中国側２００社が参加、延べ１，６００件を超える商談が

行われました。北海道からは、中国に現地法人等の拠点を持つ５社が参加しました。ホテルのホール全

体を商談テーブルが埋め尽くす光景は、ビジネス面では日中双方にニーズがあり、商売も活発に行われ

ていることが実感できる商談会でした。

２．現地サイドの動向

現地で上記商談会を主催しているのは、大連市の政府であり、商談相手には、当行提携先である大連

銀行の紹介を受けた先など、信頼度の高い企業が集まっています。

中国の金融機関は、金融の自由化に向けて、大企業一辺倒の融資姿勢から、中小企業への取引拡大を

模索しており、「ビジネスマッチング」という日本では一般的な手法が中国側にもようやく認識されて

きたところです。

１２月に入ってからは、中国国際貿易促進委員会大連市分会（大連国貿促）や青島市政府といった提携

先が相次いで、当行に訪問団を派遣しています。１月には、大連商談会の主催者で、２００５年の大連駐在

員事務所開設当時から提携関係にある大連市政府の対外貿易経済合作局の代表団も来訪しました。

３．中国との取り組み

政治的な問題は、一旦表面化した以上は、全くなかったことにはできませんので、リスクとして存在

していることは、しっかりと認識する必要がありま

す。しかし、リスクとして把握することで、ヘッジ方

法も見えてきます。政治関係の不安定さを理由に無闇

に避ける必要はなく、リスク以上のリターンを目指し

てビジネスを検討するのが、あるべき姿ではないで

しょうか。

当行が中国に駐在員事務所を開設してから、今年で

１０周年を迎えます。地に足のついた情報を提供するこ

とで、リスクを極小化し、リターンを極大化できるよ

う、支援を続けていきたいと思います。

アジアニュース

進展する日中ビジネス交流最新事情

大連地銀商談会 会場の様子

北洋銀行 国際部
副部長 矢嶋 洋一
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【コラム】

１０年間、異国の地で活動を続けてこられたのは、現地スタッフが当行の立場に立って、事務所の活動

に貢献いただいたことによるものです。日本語を流暢に操る優秀なスタッフに感謝します。

現地女性スタッフの見た中国社会について、以下現地レポートをご紹介します。

「学区房」について

（大連駐在員事務所 李傑）

「孟母三遷」という言葉を聞いた事がありますか？中国古代の賢人、孟子の母が、子供の教育の

為に、かつて３回も引越しを行なった事に由来しますが、現在の中国の母親も、孟母に比べ少しも

劣りません。教育熱心な母親の間では、「学区房を購入した？」、「○○学校の学区房は幾ら？」と

いう会話を耳にします。「学区房」とは、学区の「房」（住宅）、つまり進学校の学区内に建設された

住宅を指すのです。

中国では、小学校から中学校まで９年間の義務教育期間があります。中国政府は、「就近入学」

（居住地毎に定められた学区内に入学する事）を推進しており、入学試験もありません。もし、自

身の家の近くに進学校が無く、別地域の進学校に入学させたい場合は、進学校の学区に転居しなけ

ればなりません。そこで「学区房」を購入するという訳です。

希望する学校への入学条件は、学区に戸籍があることが条件となります。この条件を満たすた

め、親達は自分の勤務時間と経済状況さえも顧みず、そして大金を惜しまず学区房を購入します。

それでは、名門進学校周辺の学区房はどのくらいするのでしょうか。

大連市内の不動産業者に話を聞くと、市内中心部での進学校、第九中学校と中心小学校の学区房

の場合、２０，０００～２７，０００人民元／㎡（４０万円～５４万円／㎡）と１坪あたり１３２万円以上。一方、同

地域の非学区房は半額程度で購入できます。不動産市場の冷え込み、価格の下落が伝えられる一

方、「学区房」の価格は高騰を続けているのです。

「学区房」は、中国の親が持つ教育観念を表しています。良い学校への入学が必ずしも良い将来

に繋がらないことを理解してはいるものの、「出来る限り良い学習環境を提供したい」、「就職競争

が激しさを増す中国において、子供をスタートラインで負けさせる訳にいかない」という意識の表

れなのです。
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アジアニュース

― ２８ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年２月号

商品 単位 銘柄・産地 上海 大連 バンコク シンガポール サハリン

卵 ０．５kg 現地産 ４９３ ８９～２３６ ２９２ ２５５ １６１～２３１

牛乳 １リットル 現地産 ２６１～５５７
４２

（２４３ml）
１４６

２９１
（８３０ml）

１１３～２３８

じゃがいも ０．５kg 現地産 １１９～２５１ ３６～１１４ ２１９
１１８

（アメリカ産）
２８

オレンジ ０．５kg アメリカ産 １９３ ２４１
３２１

（１個）
１００

（１個）
１６５

南アフリカ産

小麦粉 １kg １５９ ２６８ １６７ ２２７ １１１

ビール
３５０ml 日本メーカーA社製 １１２ － － － －

３５０ml 日本メーカーB社製 － １０６ １７５ ３００ ２０４

カップラーメン １個 日本メーカー製 ９０ １２５ ２７３ １４５ ３７２

ミネラルウォーター ５５０ml ２７ ２７ ２５ １４５ ３３～７８

コーラ ３３０ml コカコーラ ４０ ４６ ５１ １０９ ８２

ハンバーガー １個
マクドナルド
ビッグマック

３２８ ３２８ ７３０ ４２８ －

タクシー初乗り ２７０ １９３ １３５ ３２８ ３５１～４１４

ガソリン １リットル レギュラー １４５ １１５ １２７ ２４６ ７９

トイレットペーパー １０巻 日本製
２５３

（現地製４巻）
５３２

５１１
（現地製）

５９２
２９６

（現地製４巻）

乾電池 単三２本 米国製
１２５

（現地製）
９１

（現地製）
３４６ ２８８ １６５

洗濯洗剤 １kg 日本製
２６２

（現地製）
２４９

（現地製）
４３８ ２４９ ５５８

クリーニング代 Yシャツ１枚 現地クリーニング店 １９３ ２９０ ２９２ ３６４ ４１４

電気料金 １kwh 住居用 １１ ９ ５４ ２４ ７

水道料金 １� 住居用 ３７ ５９ ３６ １０６ ６６

新聞 １部 一般紙 １９ １９ １８ ８２ ５７

バス 市内均一区間 ３８ １９～３８ ２９ ９１～１９１ ３５

地下鉄 初乗り ５８ － ８０ １００～２１８ －

携帯

機種 iPhone５S １６G ９０，７１２ ８４，９０７ ８６，３２２ ９０，０２６ ６６，２１９

基本料金／月 ８９０ １，１２２ ２，９２０ ４，９３９ ３，１０５

通話料金／分 ４ ４ ２ １３ ２

映画チケット 大人１名 時間帯により変動１，０６４～２，７０９１，１６１～１，５４８７３０～１，６４２ １，０４７ ４５５～８２８

現地価格調査（２０１５年１月）
（単位：円）

【調査場所】 いずれも日本製品を扱う、比較的高級なスーパーマーケット。
上海 カルフール古北店、しんせん館古北店、ローソン国際貿易中心店
大連 カルフール西安路店、ローソン森ビル店
バンコク トップス、フジスーパー
シンガポール コールドストレージ、明治屋
サハリン ユジノサハリンスク市シティモール、携帯電話ショップ「スヴィズノイ」

【換算レート】 ２０１４年１２月３０日仲値
１中国元＝１９．３５円 １タイバーツ＝３．６５円 １シンガポールドル＝９１．１２円 １ロシアルーブル＝２．０７円
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― ２９ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年２月号

企業名 本社所在地 代表者名 資本金

発行年月日 種類 金額 年限

事業内容

１

株式会社ローレル 様 砂川市 麻谷 浩恵氏 ６千万円
平成２６年１２月４日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ５千万円 ３年
平成元年設立の化粧品・雑貨の企画、製造、販売業者。自社ブランド「LAUREL」は“自然の素材をシ
ンプルに”をテーマに、素材選びにとことんこだわったスキンケアとフレグランスのブランド。全国１６
店舗の直営店やオンライン通販で、様々なアイテムを愛情込めてお客様にお届けしている。

２

株式会社アーバンU C 様 札幌市 丸山 一彦氏 １千万円
平成２６年１２月１５日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ５千万円 ３年
平成４年設立の複写事業者。札幌本社のほか道央・道北圏を中心に５か所の支店機能を有する。大小さ
まざまな高性能コピー機をフル活用し、図面や写真等を複写する作業から、複写物の製本作業までの業
務を取り扱うほか、古い地図等のデータベース化や似顔絵等、多彩な業務に取り組んでいる。

３

株式会社ライフサクライ 様 札幌市 櫻井 義則氏 １千万円
平成２６年１２月１６日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ５年
昭和５２年設立の燃料小売業者で、LPガス・灯油の販売、ストーブ・給湯器・ガス機器の販売・修理等
を行っている。札幌市内を中心に４千世帯を超えるお客様をサポートしており、迅速かつ丁寧に様々な
ご要望に応えている。平成２６年に「さっぽろエコメンバー登録制度」に登録。

４

株式会社宏栄商事 様 江差町 和田 一男氏 １千５百万円
平成２６年１２月１７日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ５千万円 ５年
昭和５７年設立の建設機械卸売業者で、港湾工事や浚渫工事に使用する作業船を中心に販売している。近
年では、東日本大震災の復興工事に関わる作業船の販売を通じて社会貢献を行っている。平成２４年に
「北海道グリーン・ビズ認定制度」に登録され、エコ企業としての認定を受けている。

５

合同化成株式会社 様 小樽市 澤田 直幸氏 ３千万円
平成２６年１２月２４日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ５年
昭和２８年創業の食品添加物・薬品等卸売業者。調合から検査・包装過程に至るまで自社で一貫して取り
組みできることを強みとしている。全国のお客様に「安心・安全な商品の提供」をモットーに、様々な
原材料をお届けしている。平成２６年「北海道グリーン・ビズ認定制度」に登録。

６

株式会社クレタ 様 苫小牧市 石亀 一昭氏 １千５百万円
平成２６年１２月２４日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） １億円 ７年
平成１０年設立の新車・中古車販売業者。苫小牧本社に加え、平成２６年１月に札幌本店もオープンし、両
店の在庫総数はオールメーカー５００台であり、軽自動車専門店として道内最大級。安全・安心なカーラ
イフをおくっていただくため、自社工場で万全なアフターサービス体制を整えている。

７

株式会社流研 様 札幌市 大野 昌広氏 ３千万円
平成２６年１２月２５日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ５千万円 ５年
昭和５１年創業のソフトウェア・システム開発業者で、これまで数多くの各種管理システムを開発。特
に、販売・在庫管理から賞味期限管理やトレーサビリティまでの一元管理を可能にした製造販売統合シ
ステム「豪商」は好評を得ており、これまで全国３２０社以上への導入実績を誇っている。

８

株式会社大東インターナショナル 様 札幌市 丹山 東吉氏 ３千１百万円
平成２６年１２月２６日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ５年
平成１５年設立の不動産業者で、札幌エリアを中心にリノベーションマンション・戸建住宅を販売。設立
以来、適切な情報を提供し続け、お客様のニーズに合った価格の物件を提供することで、順調に業容を
拡大。環境保全にも積極的に取り組み、平成２５年に「さっぽろエコメンバー登録制度」に認証・登録。

９

株式会社手稲ガラス 様 札幌市 小林 克己氏 １千万円
平成２６年１２月２６日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ３千万円 ３年
昭和５８年設立のリフォーム業者。創業以来「受けた仕事はどんな小さな事でもスピーディーに」をモッ
トーに、窓ガラス関連工事を主体に、家全体のリフォーム工事に対応できる体制を構築している。住宅
の省エネ「エコリフォーム」に取り組むなど、環境保全にも積極的に取り組んでいる。

当行が受託・引き受けした私募債発行企業の一部をご紹介します。

私募債発行企業のご紹介

１２月の私募債発行企業
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年度 ９９．９ ３．３ ９９．４ ８．８ ９９．７ ２．９ ９９．２ ８．４ ９６．６ △０．２ ９２．１ △１．９
２３年度 １０１．５ １．６ ９８．７ △０．７ １０２．５ ２．８ ９７．７ △１．５ １０４．６ ８．３ １０３．２ １２．１
２４年度 ９９．６ △１．９ ９５．８ △２．９ １００．３ △２．１ ９５．９ △１．８ １０２．８ △１．７ １００．１ △３．０
２５年度 １０１．３ １．７ ９８．９ ３．２ １０１．５ １．２ ９８．７ ２．９ ９９．９ △２．８ ９８．７ △１．４

２５年７～９月 １０１．１ ０．７ ９７．８ １．８ １０１．２ １．１ ９６．６ １．２ １０６．５ △０．４ １０７．５ △０．１
１０～１２月 １０１．９ ０．８ ９９．６ １．８ １０２．５ １．３ ９９．１ ２．６ １０７．５ ０．９ １０５．５ △１．９

２６年１～３月 １０１．９ ０．０ １０２．５ ２．９ １０２．６ ０．１ １０３．７ ４．６ １０２．７ △４．５ １０５．７ ０．２
４～６月 ９７．０ △４．８ ９８．６ △３．８ ９４．０ △８．４ ９６．７ △６．８ １０２．５ △０．２ １１０．６ ４．６
７～９月 ９７．８ ０．８ ９６．７ △１．９ ９５．７ １．８ ９５．９ △０．８ １０３．５ １．０ １１１．８ １．１

２５年 １１月 １０１．８ ０．４ ９９．５ ０．３ １０３．０ ２．１ ９９．１ ０．１ １０７．４ △０．６ １０５．７ △１．４
１２月 １０２．５ ０．７ １００．０ ０．５ １０３．６ ０．６ ９９．３ ０．２ １０７．５ ０．１ １０５．５ △０．２

２６年 １月 １０３．２ ０．７ １０３．９ ３．９ １０４．３ ０．７ １０４．４ ５．１ １０６．１ △１．３ １０５．１ △０．４
２月 １００．３ △２．８ １０１．５ △２．３ １０１．８ △２．４ １０３．４ △１．０ １０６．０ △０．１ １０４．２ △０．９
３月 １０２．２ １．９ １０２．２ ０．７ １０１．８ ０．０ １０３．２ △０．２ １０２．７ △３．１ １０５．７ １．４
４月 ９６．１ △６．０ ９９．３ △２．８ ９２．６ △９．０ ９８．０ △５．０ １０３．５ ０．８ １０５．２ △０．５
５月 ９８．７ ２．７ １００．０ ０．７ ９６．０ ３．７ ９７．０ △１．０ １０３．６ ０．１ １０８．４ ３．０
６月 ９６．２ △２．５ ９６．６ △３．４ ９３．３ △２．８ ９５．２ △１．９ １０２．５ △１．１ １１０．６ ２．０
７月 ９８．４ ２．３ ９７．０ ０．４ ９５．９ ２．８ ９５．９ ０．７ １０２．６ ０．１ １１１．６ ０．９
８月 ９６．４ △２．０ ９５．２ △１．９ ９３．５ △２．５ ９３．９ △２．１ １０４．７ ２．０ １１２．６ ０．９
９月 ９８．６ ２．３ ９８．０ ２．９ ９７．６ ４．４ ９８．０ ４．４ １０３．５ △１．１ １１１．８ △０．７
１０月 r ９５．４ △３．２ ９８．４ ０．４ r ９７．６ ０．０ ９８．６ ０．６ r１０２．３ △１．２ １１１．３ △０．４
１１月 p９５．２ △０．２ p９７．８ △０．６ p９６．２ △１．４ p９７．２ △１．４ p１０３．９ １．６ p１１２．４ １．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２２年度 ９３５，２９９△２．１ １９５，７８５△１．５ ２２０，２３３ △１０．５ ６７，２６７ △４．６ ７１５，０６７ １．１ １２８，５１８ ０．３
２３年度 ９４８，５４４ ０．３ １９７，００８ ０．１ ２１４，０７１ △２．８ ６７，２３１ △０．１ ７３４，４７３ １．２ １２９，７７７ ０．２
２４年度 ９４９，６５６ ０．１ １９５，５５２△０．７ ２１１，５４７ △１．２ ６６，４９３ △１．１ ７３８，１０８ ０．５ １２９，０５９ △０．６
２５年度 ９７７，３５３ ２．９ ２０１，４３２ ２．４ ２１８，６０１ ３．３ ６８，９２４ ３．７ ７５８，７５２ ２．８ １３２，５０８ １．８

２５年７～９月 ２３２，６２１ １．４ ４８，００９ ０．５ ４９，７６８ △０．２ １５，５０４ ０．４ １８２，８５３ １．８ ３２，５０５ ０．６
１０～１２月 ２６２，６４３ １．３ ５４，２７３ １．０ ６０，８７５ ０．８ １９，２３５ １．０ ２０１，７６８ １．４ ３５，０３９ １．０

２６年１～３月 ２４７，８９９ ７．６ ５１，３６８ ６．９ ５８，０２１ １０．７ １８，１９３ １０．５ １８９，８７８ ６．７ ３３，１７５ ５．０
４～６月 ２２８，５９２△２．４ ４６，９１８△２．５ ４６，０６３ △７．８ １５，１２５ △５．４ １８２，５２９ △０．９ ３１，７９２ △１．１
７～９月 ２３６，２５５ １．６ ４８，７５１ １．５ ４９，２０９ △１．１ １５，６２９ ０．８ １８７，０４６ ２．３ ３３，１２２ １．９

２５年 １１月 ７９，５８５ ２．０ １６，９６３ １．２ １８，３４３ ２．４ ６，１０８ ２．１ ６１，２４２ １．９ １０，８５５ ０．８
１２月 １０５，１６８ １．１ ２１，３９９ ０．９ ２４，９７７ ０．９ ７，８２４ １．４ ８０，１９０ １．２ １３，５７５ ０．７

２６年 １月 ８０，９７０ １．９ １７，１１７ ０．７ １８，８３５ １．６ ６，０４９ ２．４ ６２，１３５ ２．０ １１，０６８ △０．２
２月 ７２，２４０ ４．２ １４，６９０ ２．４ １５，６７７ ５．２ ４，７８５ ２．５ ５６，５６４ ４．０ ９，９０５ ２．３
３月 ９４，６８８ １６．０ １９，５６２ １７．０ ２３，５０８ ２３．９ ７，３５９ ２５．０ ７１，１８０ １３．６ １２，２０２ １２．６
４月 ７２，８９４△５．７ １４，６７７△６．１ １４，０５８ △１４．０ ４，６１１ △１０．５ ５８，８３６ △３．５ １０，０６６ △３．９
５月 ７７，３５６△０．４ １５，９２４△０．５ １５，５６２ △４．９ ５，１１３ △２．６ ６１，７９４ ０．８ １０，８１１ ０．５
６月 ７８，３４２△１．１ １６，３１７△１．２ １６，４４４ △４．５ ５，４０２ △３．３ ６１，８９９ △０．１ １０，９１５ △０．１
７月 ８０，７８９ １．１ １７，１７４ ０．３ １７，６４５ △１．５ ６，００５ △０．６ ６３，１４４ １．８ １１，１６９ ０．７
８月 ８０，８８１ ２．５ １６，２６３ ２．８ １５，７６３ ０．５ ４，７３８ １．８ ６５，１１８ ３．０ １１，５２６ ３．２
９月 ７４，５８５ １．１ １５，３１３ １．７ １５，８０１ △２．３ ４，８８６ １．６ ５８，７８４ ２．１ １０，４２７ １．７
１０月 r ７８，５３３ ０．８ １６，０６５ １．０ １７，３５６ △１．１ ５，２９３ △０．２ r ６１，１７８ １．４ １０，７７２ １．５
１１月 p ８２，１２６ ３．２ １７，２８６ １．９ p １８，５１７ ０．９ ６，１７３ １．１ p ６３，６０９ ３．９ １１，１１４ ２．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ３０ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年２月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２２３／本文　※柱に注意！／０３０～０３３　主要経済指標  2015.01.20 17.33.01  Page 30 



年月

コンビニエンスストア販売額 消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）２２年＝１００
前 年 同
月比（％）２２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２２年度 ４４７，９５１ ４．０ ８２，６５７ ４．１ ９９．９ △０．１ ９９．８ △０．８ ８５．６９ ９，７５５
２３年度 ４７７，４２６ ６．２ ８９，７５８ ７．６ １００．３ ０．４ ９９．８ ０．０ ７９．０５ １０，０８４
２４年度 ４９８，６２９ ３．２ ９５，４２３ ３．３ １００．３ ０．０ ９９．６ △０．２ ８３．０８ １２，３９８
２５年度 ５１１，４７２ ２．６ １００，１７８ ５．０ １０１．５ １．２ １００．４ ０．８ １００．２３ １４，８２８

２５年７～９月 １３６，９４８ １．９ ２６，３４０ ４．３ １０１．４ １．４ １００．３ ０．７ ９８．９４ １４，４５６
１０～１２月 １２９，８０８ ２．１ ２５，３８７ ５．１ １０２．０ １．８ １００．７ １．１ １００．４５ １６，２９１

２６年１～３月 １２０，１８９ ３．６ ２４，１３７ ６．４ １０１．８ １．５ １００．６ １．３ １０２．７８ １４，８２８
４～６月 １２７，９７３ ２．８ ２５，５７４ ５．２ １０４．７ ３．９ １０３．３ ３．３ １０２．１４ １５，１６２
７～９月 １４２，２８１ ３．９ ２７，７０９ ５．２ １０４．９ ３．５ １０３．５ ３．２ １０３．９２ １６，１７４

２５年 １１月 ４１，８３６ ３．６ ８，１９８ ５．９ １０２．０ １．９ １００．７ １．２ １００．０３ １５，６６２
１２月 ４４，８６９ １．０ ８，７６３ ４．９ １０２．０ １．８ １００．６ １．３ １０３．４６ １６，２９１

２６年 １月 ４０，１５３ ２．４ ７，９４６ ５．４ １０１．７ １．８ １００．４ １．３ １０３．９４ １４，９１５
２月 ３７，３５７ ２．９ ７，４６８ ６．２ １０１．６ １．２ １００．５ １．３ １０２．１３ １４，８４１
３月 ４２，６７９ ５．４ ８，７２３ ７．６ １０２．１ １．５ １００．８ １．３ １０２．２７ １４，８２８
４月 ３９，５８４ １．０ ８，１１３ ４．２ １０４．４ ３．７ １０３．０ ３．２ １０２．５６ １４，３０４
５月 ４３，９５９ ４．７ ８，７７９ ６．４ １０４．８ ４．１ １０３．４ ３．４ １０１．７９ １４，６３２
６月 ４４，４３０ ２．５ ８，６８２ ４．９ １０４．９ ３．８ １０３．４ ３．３ １０２．０５ １５，１６２
７月 ４８，８３６ ４．０ ９，５２３ ５．７ １０４．８ ３．７ １０３．５ ３．３ １０１．７２ １５，６２１
８月 ４８，８３２ ３．４ ９，４４４ ４．４ １０４．９ ３．６ １０３．５ ３．１ １０２．９６ １５，４２５
９月 ４４，６１３ ４．３ ８，７４２ ５．６ １０５．０ ３．１ １０３．５ ３．０ １０７．０９ １６，１７４
１０月 ４４，７３２ ３．８ ８，９３５ ６．０ １０５．０ ３．０ １０３．６ ２．９ １０８．０６ １６，４１４
１１月 ４２，９７７ ２．７ ８，６２８ ５．２ １０４．８ ２．８ １０３．４ ２．７ １１６．２２ １７，４６０

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は全店ベースによる。 ■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２２年度 １５２，７３４ △４．６ ４６，５９２ △５．１ ６２，４６２ △５．７ ４３，６８０ △２．５ ３，７８８，３１５ △９．３
２３年度 １５７，８５８ ３．４ ４７，８０６ ２．６ ６３，７１５ ２．０ ４６，３３７ ６．１ ４，００９，９８８ ５．９
２４年度 １７６，８４７ １２．０ ４９，１４２ ２．８ ６８，５２７ ７．６ ５９，１７８ ２７．７ ４，４３９，０９２ １０．７
２５年度 １９８，９８１ １２．５ ５５，５４１ １３．０ ６９，６１５ １．６ ７３，８２５ ２４．８ ４，８３６，７４６ ９．０

２５年７～９月 ４９，６３９ ８．４ １３，１６８ ０．５ １８，０９８ △１．０ １８，３７３ ２７．６ １，１５８，６３２ １．７
１０～１２月 ４１，４３３ ２０．５ １１，８２７ ２８．１ １３，６９７ ０．１ １５，９０９ ３８．７ １，０９２，３０６ ２０．３

２６年１～３月 ６１，４６４ ２３．４ １８，２６４ ２６．７ ２０，２６３ １１．２ ２２，９３７ ３３．７ １，５９０，１１０ ２０．９
４～６月 ４３，８５５ △５．６ １１，３８４ △７．３ １６，１０３ △８．３ １６，３６８ △１．４ ９７６，４３７ △１．９
７～９月 ４６，５７２ △６．２ １３，７５９ ４．５ １５，９４７ △１１．９ １６，８６６ △８．２ １，１０４，５２４ △４．７

２５年 １１月 １４，８５８ １７．９ ４，２５５ ２４．３ ４，８３２ △２．３ ５，７７１ ３６．３ ３７８，５９６ １６．７
１２月 １２，５１４ ３１．９ ３，７０９ ３８．０ ３，６６１ △０．２ ５，１４４ ６４．６ ３５９，２１４ ２６．５

２６年 １月 １５，４１２ ３８．１ ４，６１７ ５０．５ ４，８３６ ２４．４ ５，９５９ ４１．７ ４３３，６１６ ３０．６
２月 １７，９２４ ２８．８ ５，１６９ ３１．３ ５，７１１ １６．４ ７，０４４ ３９．０ ４９０，５０９ １８．８
３月 ２８，１２８ １３．８ ８，４７８ １４．４ ９，７１６ ３．１ ９，９３４ ２６．０ ６６５，９８５ １６．７
４月 １３，３７０ △９．４ ３，３５５ △１３．３ ５，０５３ △１４．５ ４，９６２ △０．４ ２９２，８２５ △５．１
５月 １３，４８２ △２．８ ３，５１４ △６．９ ４，４８２ △９．６ ５，４８６ ６．６ ３０４，３７０ △１．３
６月 １７，００３ △４．５ ４，５１５ △２．７ ６，５６８ △１．８ ５，９２０ △８．６ ３７９，２４２ ０．１
７月 １８，００２ △４．６ ５，０１４ ２．２ ７，０７４ △４．４ ５，９１４ △９．８ ３９１，３７６ △２．６
８月 １１，７３７ △８．３ ３，４５０ △０．３ ４，０２２ △１３．０ ４，２６５ △９．６ ２８１，３２５ △９．５
９月 １６，８３３ △６．４ ５，２９５ １０．３ ４，８５１ △２０．２ ６，６８７ △５．８ ４３１，８２３ △３．２
１０月 １３，０６２ △７．１ ３，６６４ △５．２ ４，４９９ △１３．５ ４，８９９ △１．９ ３２８，３２９ △７．４
１１月 １２，８２２ △１３．７ ３，５６２ △１６．３ ４，１４８ △１４．２ ５，１１２ △１１．４ ３３９，８４３ △１０．２

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― ３１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年２月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２２３／本文　※柱に注意！／０３０～０３３　主要経済指標  2015.01.20 17.33.01  Page 31 



年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２２年度 ２９，９２２ ８．４ ８，１９０ ５．６ ８１９，４４０ △１２．６ １１２，８２７ △８．８ ８４，４８０ ９．１
２３年度 ３１，５７３ ５．５ ８，４１２ ２．７ ７４９，５８３ △８．５ １１２，２４９ △０．５ ８９，７４２ ６．２
２４年度 ３５，５２３ １２．５ ８，９３０ ６．２ ７７６，４３１ ３．６ １２３，８２０ １０．３ ８７，０２６ △３．０
２５年度 ３４，９６７ △１．６ ９，８７３ １０．６ ９４７，７８０ ２２．１ １４５，７１１ １７．７ ９７，０３０ １１．５

２５年７～９月 １０，４８４ ３．９ ２，５７７ １３．５ ３５１，７８９ ２９．０ ４３，２２７ ２２．５ ２４，１７５ ９．６
１０～１２月 ９，６８５ △９．６ ２，７１３ １２．９ １２４，２５３ １３．２ ３２，４８１ ５．０ ２３，００６ １３．３

２６年１～３月 ５，００９ △７．９ ２，１６９ ３．４ １２１，５５０ １９．４ ２９，３０３ １６．８ ２７，００１ １６．４
４～６月 ８，９１５ △８．９ ２，１８８ △９．３ ４２２，００４ ２０．５ ４６，５６３ １４．４ ２２，７５１ △０．４
７～９月 ８，８３１ △１５．８ ２，２２５ △１３．６ ２６５，９６８ △２４．４ ４１，５３２ △３．９ ２４，７５１ ２．４

２５年 １１月 ２，５２０ △２８．３ ９１５ １４．１ ３５，６０８ ２１．８ ９，４１６ ４．９ ７，７３４ １６．６
１２月 ３，５５３ ２２．８ ８９６ １８．０ ２２，０５４ １１．７ ８，８６０ ７．５ ７，９３０ ６．７

２６年 １月 １，２６６ △１０．０ ７７８ １２．３ １０，２３３ △１９．３ ７，７７６ ２８．８ ６，６０３ ２３．６
２月 １，３２２ △１１．６ ６９７ １．０ １３，１５８ △２５．９ ６，９５９ ３．７ ７，００４ １０．８
３月 ２，４２１ △４．５ ６９４ △２．９ ９８，１５９ ３７．５ １４，５６８ １８．１ １３，３９３ １６．１
４月 ３，２３６ △３．３ ７５３ △３．３ １６１，５４３ ５０．５ １７，５８３ １０．０ ８，１７１ １７．６
５月 ２，５５９ △１１．１ ６７８ △１５．０ １２５，１９６ ７．９ １３，１２６ ２１．１ ６，４１４ △１４．３
６月 ３，１２０ △１２．５ ７５８ △９．５ １３５，２６５ ６．６ １５，８５５ １４．３ ８，１６６ △３．０
７月 ２，９５３ △４．７ ７２９ △１４．１ １２３，４３０ △２３．０ １６，２７３ ３．５ ７，２１６ １．１
８月 ２，８２２ △１９．０ ７３８ △１２．５ ７４，８５４ △２７．８ １１，２７６ △８．１ ６，８２４ △３．３
９月 ３，０５６ △２１．６ ７５９ △１４．３ ６７，６８４ △２３．１ １３，９８４ △８．２ １０，７１０ ７．３
１０月 ３，４１９ △５．３ ７９２ △１２．３ ５２，６３８ △２１．０ １３，１６１ △７．４ ６，９８１ △４．９
１１月 ３，４６５ ３７．５ ７８４ △１４．３ ２５，０６２ △２９．６ ８，４３７ △１０．４ ６，６０３ △１４．６

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証�ほか２社 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

２２年度 １１，２１９ △３．２ ０．４１ ０．５１ ５．２ ５．０ ４５６ △６．７ １３，０６５ △１１．３
２３年度 １０，７９１ △３．８ ０．４６ ０．６２ ５．２ ４．５ ４６４ １．８ １２，７０７ △２．７
２４年度 １１，７２２ ８．６ ０．５７ ０．７４ ５．１ ４．３ ４３２ △６．９ １１，７１９ △７．８
２５年度 １２，２６８ ４．７ ０．７４ ０．８７ ４．５ ３．９ ３３３ △２２．９ １０，５３６ △１０．１

２５年７～９月 ３，８２２ ３．７ ０．７４ ０．８４ ３．７ ４．０ ７６ △２９．６ ２，６６４ △８．９
１０～１２月 ２，９４５ ４．１ ０．８０ ０．９４ ４．４ ３．７ ６９ △２３．３ ２，５７１ △１１．０

２６年１～３月 ２，６４８ ５．３ ０．８１ １．００ ４．６ ３．７ ９２ △１６．４ ２，４６０ △１１．５
４～６月 ２，８３０ △０．８ ０．７７ ０．８９ ４．１ ３．７ ７７ △１９．８ ２，６１３ △８．０
７～９月 ３，７９２ △０．８ ０．８５ ０．９７ ３．４ ３．６ ７３ △３．９ ２，４３６ △８．６

２５年 １１月 ９０７ ４．８ ０．８１ ０．９４ ４．４ ３．８ ２５ △１９．４ ８６２ △１０．５
１２月 ９２６ ３．６ ０．８０ ０．９７ ↓ ３．４ １８ △２８．０ ７５０ △１５．７

２６年 １月 ８４５ ８．６ ０．７９ ０．９９ ↑ ３．７ ３２ １４．３ ８６４ △７．４
２月 ８２７ ０．４ ０．８２ １．０１ ４．６ ３．６ ２０ △４８．７ ７８２ △１４．６
３月 ９７６ ６．８ ０．８２ ０．９９ ↓ ３．８ ４０ △７．０ ８１４ △１２．３
４月 ７８６ ０．２ ０．７６ ０．９０ ↑ ３．９ ３２ ３．２ ９１４ １．６
５月 ９９１ ０．１ ０．７６ ０．８８ ４．１ ３．６ １９ △３８．７ ８３４ △２０．１
６月 １，０５３ △２．３ ０．７９ ０．９０ ↓ ３．７ ２６ △２３．５ ８６５ △３．５
７月 １，１８０ △０．２ ０．８３ ０．９５ ↑ ３．８ ２４ △１１．１ ８８２ △１３．９
８月 １，３９６ △１．９ ０．８５ ０．９７ ３．４ ３．５ ２８ ３．７ ７２７ △１１．２
９月 １，２１６ △０．１ ０．８８ １．００ ↓ ３．５ ２１ △４．５ ８２７ ０．８
１０月 １，１１１ △０．１ ０．９０ １．０２ － ３．５ ２２ △１５．４ ８００ △１６．５
１１月 ９２７ ２．２ ０．９１ １．０４ － ３．３ １４ △４４．０ ７３６ △１４．６

資料 �北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■「r」は修正値。 ■年度および四半期の
数値は月平均値。

主要経済指標（３）

― ３２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年２月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２２年度 ３４２，５２７ ６．２ ６７７，８８８ １４．９ １，２２８，５４０ ２５．７ ６２４，５６７ １６．０
２３年度 ３７４，４３１ ９．３ ６５２，８８５ △３．７ １，６３６，３２７ ３３．２ ６９７，１０６ １１．６
２４年度 ４０１，４６７ ７．２ ６３９，４００ △２．１ １，６９８，５３０ ３．８ ７２０，９７８ ３．４
２５年度 ４７１，９０６ １７．５ ７０８，５７４ １０．８ １，９１４，８０３ １２．７ ８４６，１２９ １７．４

２５年７～９月 １１２，８５７ ２３．２ １７７，１１６ １２．７ ４４３，８５８ １６．２ ２０６，５８７ １７．５
１０～１２月 １２１，７７９ １７．２ １８１，１１０ １７．４ ５０８，８９２ １７．５ ２１８，１９６ ２４．１

２６年１～３月 １２６，４４８ １５．０ １７４，３５３ ６．６ ５２７，４４６ ３．３ ２２４，８５８ １７．６
４～６月 １０９，１１９ △１．５ １７６，１５４ ０．１ ３０１，６４６ △３０．６ ２０１，６９６ ２．７
７～９月 １１５，７０７ ２．５ １８２，８０８ ３．２ r ３２３，１３６ △２７．２ ２１１，６２５ ２．４

２５年 １１月 ３６，８５８ １５．９ ５８，９８８ １８．４ １６３，７８６ ２１．２ ７１，９９９ ２１．２
１２月 ４４，６１５ ３８．６ ６１，０９２ １５．３ １７４，３２６ １７．２ ７４，１６３ ２４．８

２６年 １月 ３３，１９３ △１．０ ５２，５２４ ９．５ ２０４，８２８ １１．４ ８０，４７４ ２５．１
２月 ４１，３４１ ４１．４ ５７，９９３ ９．８ １５４，８５９ △４．４ ６６，０４１ ９．０
３月 ５１，９１４ ９．９ ６３，８３６ １．８ １６７，７５９ １．８ ７８，３４３ １８．２
４月 ４４，７５８ １５．０ ６０，６７５ ５．１ １１６，３８１ △３０．３ ６８，８２４ ３．４
５月 ３１，４０３ △７．３ ５６，０７４ △２．７ ９１，４７２ △４０．０ ６５，１８２ △３．５
６月 ３２，９５８ △１３．３ ５９，４０５ △１．９ ９３，７９３ △１８．５ ６７，６９０ ８．５
７月 ３７，６０１ ２．７ ６１，９２０ ３．９ １０３，５７０ △２１．９ ７１，５６９ ２．４
８月 ３４，９６６ △４．１ ５７，０６３ △１．３ １０５，５６８ △３６．４ ６６，５９０ △１．４
９月 ４３，１４０ ８．４ ６３，８２５ ６．９ r １１３，９９８ △２１．４ ７３，４６６ ６．３
１０月 ４２，６８９ ５．９ ６６，８８７ ９．６ r １１４，０３９ △３３．２ r ７４，２９４ ３．１
１１月 p ４０，４００ ９．６ ６１，８８５ ４．９ p１２５，４２７ △２３．４ p ７０，８２１ △１．６

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２２年度 １３８，０１４ ２．３ ５，９７２，６６５ ３．０ ９２，９８６ ０．３ ４，１３７，９１１ △０．６
２３年度 １４１，９５７ ２．９ ６，１０１，２２５ ２．２ ９３，８９２ １．０ ４，１７４，２９８ ０．９
２４年度 １４３，９７１ １．４ ６，２９９，５０７ ３．２ ９３，４４７ △０．５ ４，２６７，３３８ ２．２
２５年度 １４５，７５３ １．２ ６，５０８，８６９ ３．３ ９５，００５ １．７ ４，３７３，６１９ ２．５

２５年７～９月 １４２，６５３ １．８ ６，３４６，０６９ ４．２ ９３，１７３ △０．３ ４，２９１，３００ ２．６
１０～１２月 １４４，３１０ ２．７ ６，３８７，８９８ ４．５ ９３，１７０ ０．６ ４，３３２，０４３ ２．８

２６年１～３月 １４５，７５３ １．２ ６，５０８，８６９ ３．３ ９５，００５ １．７ ４，３７３，６１９ ２．５
４～６月 １４５，９４２ ２．１ ６，５０８，６２０ ２．７ ９２，５４９ １．７ ４，３５５，４９１ ２．７
７～９月 １４４，１０３ １．０ ６，５１０，０３５ ２．６ ９３，１０１ △０．１ ４，４０７，６０３ ２．７

２５年 １１月 １４３，１２２ ３．１ ６，３２５，９４９ ４．５ ９２，２７４ ０．５ ４，２８２，０１６ ３．１
１２月 １４４，３１０ ２．７ ６，３８７，８９８ ４．５ ９３，１７０ ０．６ ４，３３２，０４３ ２．８

２６年 １月 １４１，９８８ ２．２ ６，３５４，４５９ ４．２ ９２，５４８ １．２ ４，３１０，９７７ ２．８
２月 １４２，２８６ ２．１ ６，３６０，４９１ ３．８ ９２，６０９ ０．９ ４，３１３，９４８ ２．６
３月 １４５，７５３ １．２ ６，５０８，８６９ ３．３ ９５，００５ １．７ ４，３７３，６１９ ２．５
４月 １４４，６１５ ２．０ ６，４８７，８３２ ３．１ ９３，１２６ １．０ ４，３３０，４０２ ２．６
５月 １４４，９６４ ２．４ ６，４７５，２９７ ２．５ ９３，０５１ ２．１ ４，３３４，２６４ ２．６
６月 １４５，９４２ ２．１ ６，５０８，６２０ ２．７ ９２，５４９ １．７ ４，３５５，４９１ ２．７
７月 １４４，４９７ ２．２ ６，４２４，２９９ ２．３ ９２，６７１ ２．０ ４，３４４，４５０ ２．５
８月 １４５，５３１ １．８ ６，４４０，７１１ ２．６ ９３，００５ ２．０ ４，３５３，７５７ ２．６
９月 １４４，１０３ １．０ ６，５１０，０３５ ２．６ ９３，１０１ △０．１ ４，４０７，６０３ ２．７
１０月 １４３，５８１ １．２ ６，４４５，９８５ ２．６ ９３，４４５ ０．９ ４，３７８，９５６ ２．９
１１月 １４６，０２３ ２．０ ６，５４４，３２２ ３．５ ９３，９２０ １．８ ４，４１５，８８５ ３．１

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ３３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年２月号
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●道内経済の動き 
●道内企業の経営動向調査 （平成26年10～12月期実績、平成27年1～3月期見通し） 
●労使トラブルを防止するための労務管理 
　～就業規則作成・変更時の注意点～ 
●タイのワイン事情について 
●進展する日中ビジネス交流最新事情 

調査レポート 2015.2月号（No.223） 
平成27年 （2015年） 1月発行 
発　　　行　　株式会社　北洋銀行 
企画・制作　　株式会社　北海道二十一世紀総合研究所　調査部 
　　　　　　　電話 （011）231- 8681

＜本誌は、情報の提供のみを目的としています。投資などの最終 
判断は、ご自身でなされるようお願いいたします。＞ この印刷物は環境にやさしい「大豆インキ」 

古紙配合率100％紙を使用しています。 
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